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価値創造ストーリー

1
価値創造プロセスの全体像と共に、プロセスのインプットにあたる「6つの資本」、 
そしてプロセスの指針となる「マテリアリティ」を説明します。
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価値創造の軌跡

2000（株）ローソンと資本・業務提携 2017（株）ローソンを子会社化
2001 資源メジャー、BHPビリトン社と折半でBMA社を設立 2020 Eneco社を子会社化
2003 鉄鋼総合商社の（株）メタルワン発足 2021 NTTとDX新会社（株）インダストリー・ワン設立
2010 カナダでシェールガスプロジェクトに参画 2021 中部電力ミライズ（株）と中部電力ミライズコネクト（株）設立
2011 三菱食品（株）誕生 2021 国内3海域の洋上風力発電事業者に選定
2012 ブラジルの穀物会社セアグロ社に出資 2022 Breakthrough Energy Catalystへの参画
2014 Cermaq社を子会社化

トレーディング発展期
　1980年代半ばの円高不況とそれに続くバブル経済、およびそ
の崩壊を経て、総合商社を取り巻く事業環境は厳しさを増してい
きました。いわゆる「商社不要論」が唱えられる中、当社は「仲
介役」から一歩踏み出し、川上・川下へのマイノリティ出資による
取引量の維持・拡大や、中間流通事業者としての付加価値をもた
らす機能強化に取り組みました。

業態転換期
　2000年代に入ると、産業界全体のバリューチェーン
の力学が変化し、仲介という事業モデルそのものの変
換が求められるようになりました。そのため当社は、仲
介事業の枠を超えた事業モデルに活路を求め、事業投
資を加速させることによってより積極的に事業そのもの
の運営に乗り出していきました。

事業経営期
　当社は中期経営戦略2018以降、成長の源泉を「投資」に求める発想
から、事業の中に入り、主体的に価値を創造し成長していく事業経営へ
のシフトを図っています。中期経営戦略2021では循環型成長モデルも
導入し、当社が事業経営を行うことで価値向上を見込める事業への経
営資源の配分を進めました。進行中の中期経営戦略2024では、これら
の取り組みをさらに加速させながら、EX・DXを進め、また、その一体
推進による地域創生を通じた「未来創造」を目指していきます。

連結当期純利益の推移（右軸）

時価総額の推移（左軸）

※ 時価総額は期中平均ベース

外部環境と企業価値の変遷
第2次オイル
ショック

環境変化に応じて 
業態を柔軟に変化させ、 
価値創造に取り組んで 
まいりました。

初代三菱社長 岩崎彌太郎 ブルネイLNG社 サウディ石油化学プロジェクト

1870 創業
1954 総合商社三菱商事新発足（大合同）
1957 日本における商社初の石油元売りに参画
1969 ブルネイLNG社を設立
1974 ケニア・モンバサ国際空港建設工事契約調印

1981 サウディ石油化学（株）合弁基本契約調印

1985
北西オーストラリアLNG開発プロジェクトに三井物産（株）と共
に参画

1989 英国食品会社Princes社を買収
1992 ベネズエラにメタノール製造販売METOR社設立
1992 サハリン沖原油・LNG開発プロジェクトに参画

業態の変化

トレーディング期 トレーディング発展期 業態転換期（事業投資の加速） 事業経営期

トレーディング期
　三菱商事は創業から1980年代まで、主に輸出入や中間流通と
いったトレーディング事業において、市場の変化や顧客のニーズ
に対応するために国境を越えてサプライヤーとバイヤーを結ぶ「仲
介役」として、幅広い産業を下支えしてきました。高度成長期を
経て1980年代までは多くの業界で取引量が拡大基調にあり、取
引手数料が主な収入源であった当社の業績も伸びていきました。

主な出来事

メタノール製造販売会社METOR社 鉄鋼の総合商社（株）メタルワン Eneco社Cermaq社
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1870 1970s 1980s 2000s1990s 2010s 2020s

円高不況 バブル崩壊と 
国内景気の低迷 アジア通貨危機

リーマン・ショック新興国市場の急成長と 
資源価格の高騰

東日本大震災

新型コロナウイルスの 
世界的大流行 
（パンデミック）
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三綱領

コーポレート・ガバナンス

リスクマネジメントサステナビリティ推進体制

MCSVの 　継続的創出

三菱商事の事業はさまざまな社内外の経営資本に支
えられています。
これらの経営資本を事業に投入し、事業を通じて社
会課題を解決し、継続的にスケールのある共創価値
を生み出していきます。生み出された共創価値は経
営資本を強化し、さらなる価値創造の源泉となりま
す。これを循環させることで、持続的な成長を目指し
ていきます。

地域課題の解決と
コミュニティとの共生

イノベーションを通じた 
社会課題の解決持続可能で安定的な

社会と暮らしの実現
脱炭素社会への
貢献

事業推進における
人権の尊重

透明性高く柔軟な
組織の実現

P.34～37

P.46～47

① 6つの経営資本
（インプット）

社会課題に関連する
マテリアリティ

自然資本の保全と 
有効活用

P.86～91

P.98～119

P.92～97

① 6つの経営資本（インプット）
当社の外にあり経営を支える外部資本、起源は会社の外に
あるものの当社がお預かりしその最大化の責任を負ってい
る受託資本、これらを基に内部で生成された内部生成資本
が事業活動の基盤になります。

② 事業×ビジネスモデル（エンジン）
10の営業グループが、各種産業と広い接地面を
持ちながら、多様なビジネスを展開しています。
EX・DXの一体推進による未来創造を全社共通
のテーマとし、循環型成長モデルも適用しながら、
分野・業界を超えた価値創造も目指していきます。

多様な人材が未来を創る
活気に満ちた組織の実現

③共創価値の創出（アウトカム）
当社グループならではの総合力を活かし、事業を通じ
たさまざまな社会課題の解決をさらに加速させ、継続
的に共創価値を生み出していきます。

天然ガス

総合素材

石油・化学
ソリューション

金属資源

産業
インフラ

自動車・
モビリティ

食品産業

コンシューマー
産業

電力
ソリューション

複合都市
開発

EX・DX一体推進／ 
未来創造

循環型成長モデル

産業DX部門

EXタスクフォース

② 事業×ビジネスモデル
（エンジン）

財務資本
人的資本

受託資本

社会資本
環境・自然資本

外部資本
（社会的信用基盤）

事業資産
インテリジェンス・ 
産業知見

内部生成資本

MC 
Shared Value

③ 共創価値の創出
（アウトカム）

P.60～83

社
会
価
値
　
　
　
　　

　　
　　　　　　　　　経済価

値

環境価値
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人的資本

　当社にとって人的資本はすべての価値創出の源泉であり、
これまでも多彩・多才な人材が、多岐にわたる社会、業界、
顧客の課題に対して、主体的かつグローバルな視座・視野
を通して事業を構想し実行することで、価値を創出してきま
した。

　人的資本の最大化には、経営戦略に応じた人材育成と活
用が重要なことは言うまでもありません。これに加えてエン
ゲージメント強化も重要な要素となります。人的資本の提
供者は従業員個々人であり、それぞれの人生の中で決して
無視できない時間を仕事に割いています。その時間を個々

事業資産

　三菱商事は、あらゆる産業と接地面を有し、金属資源、
LNG、鮭鱒、再生可能エネルギーをはじめ、高い競争力と
プレゼンスを有する資産を国内外に数多く保有し、新たな価
値を創出しています。

● 金属資源
　世界最高水準のコスト競争力と品質を兼ね備えた優良資
産を保有しています。銅事業では、チリ、ペルーなど南米の
優良銅鉱山への経営に参画し、本邦最大規模の銅持分生
産量を保持しています。世界的な脱炭素の流れを受けて、
電気自動車（EV）や洋上風力に欠かせない銅の需要が急増
しており、供給の確保に努めています。原料炭事業において
は、金属資源の探査・開発・生産・販売を行うオーストラリ
アMitsubishi Development Pty（MDP）社において、パー
トナーであるBHPと共に、世界の海上貿易量の約3割のシェ
アを持つ世界最大規模のBMA原料炭事業に取り組んでい
ます。

● LNG

　北米、東南アジア、オーストラリアなど世界中で展開し、
本邦最大のLNG事業者（持分生産量ベース）としての市場

プレゼンスを保持しています。気候変動・大気汚染等の環
境問題の解決を図りながら、エネルギーの安定供給を担っ
ています。

● 鮭鱒
　世界人口の増加などによる水産物需要の拡大や持続可能
な供給に対する関心の高まりを背景に、「獲る漁業」に加え
「育てる漁業」の重要性が増している環境下、当社は2014年
には、ノルウェー、チリ、カナダの3カ国で年間約20万トンの
サーモンを養殖する世界有数のサーモン養殖・加工・販売
会社であるCermaq社を子会社化しました。これにより当
社は、世界第2位の養殖サーモン生産量を有しています。

● 再生可能エネルギー
　当社は再エネの開発から建設・融資・運営に至るまで主
体的に取り組んでおり、再エネ事業の中では特に洋上風力
発電、海底送電事業において、豊富な開発・建設・運営実
績を有しています。2020年3月に買収したオランダの総合エ
ネルギー事業会社Eneco社の持分容量も含め、2022年3

月末時点で約350万kWの再エネ発電持分容量を保持して
います。

6つの資本

　当社の経営資本は事業に投入され、事業を通じた社会課題の解決を通じてMCSV（共創価値）を生み出します。
そして、この創出された価値は再び資本に還流し、増大した資本はさらなる価値創造につながっていきます。
　当社では、事業の基盤となる経営資本には大きく3つの種類があると考えています。会社の外部に存在し、 
会社の事業遂行に必要な社会的信用基盤を与える「外部資本」、会社の外部に起源があるものを会社がお預か
りし、その価値増大の責を負っている「受託資本」、「外部資本」と「受託資本」を基に会社の内部で取得・ 
創出された有形・無形の資産である「内部生成資本」の3つです。それぞれの種類に分類される資本として以下
6つの資本を定義しました。

人にとってより充実したものにするには、組織として従業員
の働く環境を整備し、エンゲージメント向上につなげていく
ことが重要となります。

● 中期経営戦略2024における人事施策
　昨今の不確実性が高まる環境下においてMCSV（共創価
値）を創出するためには、環境変化や経営戦略に即応し、個

の能力と提供価値を最大化させ、つながり合いながら、活
気あふれる組織であり続ける必要があります。中経2024に
おける人事施策では、「人材戦略」と「エンゲージメント強
化」、これらを効果的に推進する「データ活用」の3本の柱を
立てました。3本の柱の実行を通じ、組織のあるべき姿を持
続的に強化していきます。

イキイキ・ワクワク、活気あふれる人材と組織の実現

財務資本

　財務資本をその提供者からお預かりし、事業を通じてそ
の価値を増大させること、増大した価値を分配することは会
社の根幹を成します。持続的に財務資本の価値を増大させ
るためには財務健全性を維持しながら、資本効率を高めて
いく必要がありますが、「中期経営戦略2024（以下、中経
2024）」においては、ROE二桁水準の目標を掲げ、優良な
投資案件の厳選と、循環型成長モデルによる資産入れ替え
によりこれを達成していきます。財務資本の分配である株主
還元については、累進配当による安定配当を継続しつつ、機
動的な自社株買いを組み合わせることで、市場の期待に応
えていきます。

受託資本

内部生成資本

受託資本

内部生成資本

外部資本
（社会的信用基盤）

財務資本
人的資本

社会資本
環境・自然資本

事業資産
インテリジェンス・ 
産業知見

自己資本

連結純利益/ROE

総還元性向

6兆8,802億円 
（2022年3月期）

9,375億円/15.0% 
（2022年3月期）

中期経営戦略2021 
（2020年3月期～ 
2022年3月期累計） 42%

● 実効性の評価と開示の充実

データ活用

人材戦略 エンゲージ
メント強化

●  多様性を活かす企業風土づくり
●  個を活かすタレントマネジメント

●  ダイナミックな人材シフト・登用
●  事業環境の変化への対応力強化

Focus

6つの
経営資本

価値創造プロセス

 人的資本の詳細についてはP.38～45をご覧ください。
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6つの資本

インテリジェンス・産業知見

　当社があらゆる地域・産業にまたがり事業を行う中で、グ
ローバルネットワークに基づく「インテリジェンス」「産業知
見」などの無形資産を組織として蓄積してきました。

● インテリジェンス
　当社では本店・拠点・事業会社が効率的・効果的な役割
分担を通じ、常に連携しながら、変化への対応力を高め、次
なる大きな成長を生み出すためのネットワークを構築してい
ます。長年の歴史で培ったグローバルなネットワークにより、
マクロ経済、産業、地政学等の多面的なインテリジェンスや
ノウハウを有しており、これらの多様なインテリジェンスをつ
なぎ、外部環境への対応力をさらに強化すべく、中経2024

において、グローバルインテリジェンス委員会（GI委員会）

を新設しました。産業横断的な全社戦略を討議・立案する
MC Shared Value 会議（MCSV会議）に、GI委員会の分
析を反映することで、営業グループの推進力と業界を超えた
連携を強化していきます。

● 産業知見
　当社は長年にわたりあらゆる産業と接点を持ち、各産業
に深く入り込み、幅広く事業を展開することでノウハウを含
む産業知見を蓄積してきました。各営業グループで各産業
における事業の推進力を強化し、このリアルな現場とデジタ
ル技術を掛け合わせることで新たな価値の提供にも取り組
み、産業知見をさらに高めていきます。

社会資本

　当社が事業を進めていくためには、その価値や意義を顧
客・パートナーに加え、直接的な契約関係のないステーク
ホルダーにも広く認めてもらう必要があります。財務資本の
提供者である株主・投資家・債権者、人的資本の提供者で
ある従業員に加えて、顧客・パートナー、地域社会、NGO、
政府・行政を主要なステークホルダーと捉え、事業継続の

両輪として継続的なエンゲージメントを行っています。エン
ゲージメントを通じた多様なステークホルダーとのつながり
を基に価値を創出し、生み出された価値を多様なステーク
ホルダーへと適切に還元することで、社会全体における価値
の循環を促進していきます。

● 顧客・パートナー
　当社は川上の原料調達から川下の小売りに至るまでの各
事業領域において、顧客・パートナーのニーズを捉えた商
品・サービスを安定的に提供し、顧客・パートナーと共に、
当社のみでは成し得ないさまざまな事業の創出を通して社
会や経済の発展に貢献していきます。また、世界中で多様
な商品・サービスを取り扱う当社にとっての重要課題である
持続可能なサプライチェーンの実現にも努めています。

● 地域社会
　事業推進にはコミュニティーとの関係構築が不可欠であ
ると認識しており「地域課題の解決とコミュニティーとの共
生」が重要だと考えています。また、事業を通じた雇用創
出・地域開発、コミュニティーからの資材調達等、地域と共
に繁栄を分かち合うことに加え、先住民の権利への配慮を
含め地域への負の影響の最小化に努めています。特に地域
コミュニティーの理解・協力が必要な大規模案件について

は、必要に応じて地域住民等に対し公聴会を開く等の対話
を行っています。地域と共に発展することは、事業を推進し
経済価値を創出することと同様に重要であり、三価値同時
実現をうたう当社の精神に沿ったものであると考えています。

● 政府・行政
　世界各国で事業を展開するに当たり、社会的課題の改善・
解決のために、経済団体、官民連携等の活動を通じて、政
府・行政と連携・協力・意見交換等を行い、社会の発展に
貢献することを目指しています。

● NGO

　NGOは地球・市民の代弁者として当社の重要なステー
クホルダーと認識しており、日頃の丁寧なコミュニケーショ
ンを通じて得たご意見やご要望を真摯に捉えて、施策の改
善につなげています。また、環境・社会課題の解決に向け
た協働も進めています。

環境・自然資本

　社会関係資本と同様に、環境・自然への配慮も事業継続
の社会的信用基盤を維持する上で不可欠な要素であり、地
球は最大のステークホルダーであると認識しています。
中経2024が目指すMCSVの継続的な創出に向け、生物多
様性の維持や自然資本の保全に努めるとともに、環境への
負荷を低減しながらサーキュラーエコノミーの実現に取り組
む「自然資本の保全と有効活用」、移行期の低・脱炭素化に

資する製品・サービスを提供しながら、温室効果ガスの削
減に取り組み、脱炭素社会の実現に貢献する「脱炭素社会
への貢献」を当社が事業活動を通じて解決していく重要な
社会課題であるマテリアリティとして掲げています。これら
のマテリアリティを指針に当社の持続可能な成長に向けた
取り組みを強化していきます。

株主・投資家・債権者 従業員

NGO顧客・パートナー

地域社会 政府・行政

食品産業

電力ソリューション
複合都市開発 産業DX部門 天然ガス

総合素材

石油・化学
ソリューション

金属資源

産業インフラ自動車・モビリティ

コンシューマー
産業

•   事業経営を通じた成長の実現
•   事業を通じた現場に根差した 
インテリジェンスの創出

•   グローバルインテリジェンス
を一層タイムリーに全社経営
に反映

•   グローバルネットワーク 
からの発信を最大限に活用

•   企業価値最大化に向けた 
意思決定実施

•   現地知見を統合、新たな事業機
会や経営に資するインテリジェン
スを発信

•  事業会社の成長の側面支援

拠点 事業会社

GI委員会

本店

グローバルインテリジェンスの
拡充と新たな事業機会の創出

本店

事業会社拠点

外部資本（社会的信用基盤）

■ 主なステークホルダー
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人的資本―価値創出の源泉 多様な人材が未来を創る 
活気に満ちた組織の実現

　当社では、時代、時代のニーズを先取り・先読みし、個別
事業やその上に成り立つ産業の当事者として、真摯に社会課
題解決に挑み、事業活動を通じて社会と共に持続的成長を
実現してきました。

　こうした事業特性を踏まえ、その成長を支えてきた多彩・
多才な人材を価値創出の源泉、すなわち「人的資本」として
捉え、これまでも、これからも積極的に投資していきます。

　昨今、脱炭素社会への移行、持続可能な社会と暮らしの
実現、地域コミュニティとの共生など、解決すべき社会課題
は従来に増して多様化・複雑化しています。
　MCSV（共創価値）を創出するためには、こうした世の中
の変化や経営戦略の変移に即応し、多彩・多才な人材がつ
ながりながら社会課題の解決にやりがいと誇りをもって取り

組む「イキイキ・ワクワク、活気あふれる」組織であり続ける
必要があります。
　人事施策では、こうした組織のあるべき姿を持続し、強化
するため、「人材戦略」「エンゲージメント強化」「データ活
用」の3本の柱を立て、人的資本の価値を最大化し、MCSV

を創出していきます。

　人的資本投資と経営戦略に連動した人事施策の推進を
通じて人的資本の価値最大化を図り、価値創出を実現し
ていきます。「マテリアリティ」の一つにも「多様な人材が
未来を創る活気に満ちた組織の実現」を掲げ、三価値同

時実現の原動力となる多彩で多才な人材が価値観を共有
し、つながりながら切磋琢磨し成長できる組織の実現に取
り組みます。

人的資本の価値最大化
多彩・多才なヒトをつなぎ、活気に満ちた組織へ

●  経営戦略に応じて、人材がこれまで蓄積してきた知見や
能力を十分に発揮できるよう、組織を超えてダイナミック
に人材をシフトし、適材適所で登用します。

●  EX・DX・未来創造などの成長戦略をはじめとした事業
推進に向けて、個の能力をアップデートしながら、事業環
境変化への対応力を強化します。
・ 変化対応力を高めるリスキル、DX推進力の強化
・ 「地域の匠」育成・登用

● 前述の取り組みなどによる実効性評価のため、人的資本データを収集・分析・観測します。
●  開示を通して社内外のステークホルダーに対するコミットメントを示すと同時に、各種人事施策をより効果高く推し進めてい
きます。

●  多彩・多才な人材が組織を超えてつながる組織風土を醸
成するとともに、就業観や働き方が多様化する中でも、誰
もが安心・安全な環境で働き、成長・価値創出できるよ
う、DE&I、Well-beingを促進します。

●  力を最大限に発揮してもらうために、人材一人ひとりの成
長を支援し、キャリア自律を図っていくための環境整備を
実施します。
・  キャリア自律を促す公募型配置、Dual Career施策などの
拡充

● 社会課題の解決に向けた「高い志」
● 時代を先取りして新たな価値を導出する「構想力」
● 国や業界を超え関係者を巻き込みスピーディに構想を実現する「実行力」
● 「三綱領」の精神からつながる「倫理観」

三菱商事の
独自かつ普遍的な
「人的資本」

＝

価値創出の源泉

三菱商事の人的資本の考え方

中期経営戦略2024における人事施策

人的資本の価値最大化 ～ 価値創出のプロセス

人材戦略

データ活用

エンゲージメント強化

MCSV（共創価値）の創出

人的資本の価値最大化

● 実効性の評価と開示の充実

人的資本投資 価値創出人事施策の推進

ベースインプット アウトカム戦略実行 アウトプット

多様な人材の確保
三価値同時 
実現

MCSV
（共創価値）
の創出

中期経営戦略
2024
人事施策

人材・組織の 
戦略実行力・ 
推進力向上

原動力となる
人材の
エンゲージ
メント向上

競争力ある人的投資

●  人材ポートフォリオ 
（多彩・多才のバリエーション）

●  人材育成・開発
●  成長機会・支援
●  報酬・厚生
●  採用・リテンション

イキイキ・ワクワク、活気あふれる人材と組織の実現

データ活用

人
的
資
本
の
価
値
最
大
化

人材戦略 エンゲージ
メント強化

●  多様性を活かす企業風土づくり
●  個を活かすタレントマネジメント

●  ダイナミックな人材シフト・登用
●  事業環境の変化への対応力強化

倫理観

実行力構想力

高い志

P.40～41 P.42～43

マテリアリティ
Focus

6つの資本
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人的資本―価値創出の源泉

　経営戦略に即応する人材戦略の実行を目指し、事業環境のスピーディな変化に対応し、全ての人材が力を発揮できる適材
適所の推進と環境変化への対応力の強化を図ります。

ダイナミックな人材シフト・登用

重点分野への人材シフトと適材適所の推進
　循環型成長モデルの進展や、EX・DX・未来創造などの
経営戦略に即応して組織を柔軟に組成するとともに、組織
を超えてダイナミックに人材をシフトし、登用します。組織を
超える異動は、コーポレート・営業グループ間の異動や、全
社横断の食品流通DX／電力・リテイルDXタスクフォース

など、中経2021の期間に大幅に増加しました。中経2024

では、新設した産業DX部門や、EXタスクフォースをはじめ、
さまざまなグループの人材を全社横断的に配置・登用し、横
連携を促進していきます。

事業環境の変化への対応力強化

変化対応力を高めるリスキル：リーダーシップ開発
　多種多様な人材育成プログラムを通して、環境変化に対
応したリーダーシップのアップデートや、多彩・多才な人材
を活かすためのダイバーシティマネジメント、成長支援スキ
ルの強化に取り組んでいます。中でも、経営と現場の結節
点となるチームリーダー層は、「活気あふれる人材と組織」
の実現のために特に重要な役割を担うと捉えており、新任

リーダーを対象とする組織リーダー研修は、4月から12月に
かけて4部構成で実施しています。個を活かしながら部下の
成長を支援するためのコーチング演習や、360度マネジメン
トレビューの結果を踏まえた内省と職場でのアクションプラ
ン策定を実施しています。

　グローバルベースで人的ネットワークやパートナーとの信頼関係を構築しながら、当社のビジネスに資する「生きた」インテリジェン
スを獲得していく人材として、各地域に精通する匠の育成は、当社の競争優位性のベースとなります。
そのためにも、語学力や駐在経験など各国・地域に精通した人材を広く社内から選出し、地域インテリジェンス強化に向けて拠点長を
はじめとした必要なポストに登用していきます。

　さらなる適材適所の実現に向けては、連結ベースで重要
度・難易度が高い職務※とそれを担い得る人材の可視化を
進めていきます。人材の可視化については、当該機能を人

事機能子会社に具備し、年齢・性別などにかかわらず、能
力・意欲ある人材と職務のマッチングを図ります。
※  当社の役員、本部長・部長、国内・海外全社拠点長、当社社員が担う当社グループ企業の経営
幹部など

人材戦略

■ 700ポストの分布状況

■ 本店から海外に派遣されている社員の状況

デジタル戦略部

電力・リテイル 
DXタスクフォース

食品流通 
DXタスクフォース

EXタスクフォース

産業DX部門 

約150名
EXタスクフォース

約60名

さまざまなグループの人材を 
全社横断的に配置・登用

（人数は兼務者を含む）
（2022年7月時点）

職務
定量・定性情報をもとに、 
経営職務グレードを判定

重要職務数

約700ポスト

人材
面談を通じて 
経験や特性を可視化

面談者数

約200名／年
情報を蓄積・ 
分析・活用

職務の判定・分布状況を定期的にモニタリング 可視化から得られた示唆を本人の気づきに活用

■ 海外 30%

■ 国内 70%

■ 本店 40%（本部長、部長など）

■ 拠点 10%（支社長、支店長など）

■ 事業会社出向 50%（CEO、CFOなど※）
※  当社グループ企業の経営幹部など出向先で当社社員が担う職
務

地域の匠

新任管理職研修
新任管理職の自覚（自身の考え
を示して周囲の人 の々理解を得
て動かす）
変革挑戦マインドの醸成・強化

組織リーダー研修
人と組織を束ね成果を創出し
ていくために効果的なリーダー
シップと、組織の力を最大限に
引き出すための組織開発を習
得する

部下の成長支援のための1on1（e-learning）

「個別面談」による示唆・ 
気づき提供

360度マネジメントレビュー

部長 /事業会社経営責任者・幹部チームリーダー /事業会社部長マネージャー /事業会社課長担当

インストラクター研修
新入社員の個性・傾向や環境
変化を踏まえ、効果的なアプ
ローチとOJTスキルを学ぶ

変革を志し、周囲の 
理解を得て動かす指導育成に主体的に 

貢献する

人と組織を束ね 
成果を創出する

MC経営塾
次世代のリーダーとしての自覚
を持ち組織の向かう方針・ビ
ジョンを示し組織の求心力、エ
ンゲージメントを高める

ビジョンを示し 
共感を得て導く

マッチング

中期経営戦略2021 中期経営戦略2024

約130名
約140名

約150名

約30名

欧州

 22カ所
 351社
 146名 中東

 13カ所
 6社
 35名

アフリカ

大洋州 10カ所
 3社
 14名

 4カ所
 26社
 67名

東アジア

アジア

 16カ所
 75社
 105名

 24カ所
 180社
 401名

 14カ所
 616社
 220名

凡例
 全社拠点数

 連結対象会社

  本店から海外への 
派遣社員数※

北米

中南米

 9カ所
 96社
 66名

単体社員の
2割が海外在勤

P.40

P.43
約1,200名

成長対話 対象者 
全社員

6つの資本
Focus

人材戦略

（2022年4月時点） （2022年4月時点）

※ 本店から海外への派遣社員数は2022年3月末時点

エンゲージ 
メント強化
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人材戦略 エンゲージ 
メント強化

多様性を活かす企業風土づくり

つながり促進
　多様性を活かす企業風土を促進するため、組織、世代、
役職などを超えたつながりを醸成していきます。
　経営陣と社員の活発なコミュニケーションや、社員間のつ
ながりの促進に向けた、対話・タウンホールミーティングの拡
充、ナレッジシェアを促進するITインフラの導入・活用を進め
ていきます。

タウンホールミーティング
　さまざまな機会を捉えた対話や、タウンホールミーティング
を継続的に実施し、社長と社員とのコミュニケーションを拡充
しています。

DE&I

　多彩・多才な人材一人ひとりが受容され、活躍できる
よう取り組みを推進・強化しています。

女性活躍推進
　出産・育児などのライフイベントを経ても自律的にキャリア
を形成し、能力を最大限に発揮できるよう、法定以上の両立
支援策の拡充を進めています。また、女性の管理職を増やし
（2026年3月期に15%以上を目標）、女性の重要職務への登
用を加速させるため、管理職女性へのメンター制度などの女
性キャリア施策を進めるほか、男性の育児関連制度の利用
率についても100%を目指し、取り組みに注力しています。

多様な人材の登用促進
　年齢・性別・国籍等にかかわらず適材適所を徹底し、能
力と実績に応じて登用を進め、多様性の維持・向上を目指
しています。

人的資本―価値創出の源泉

　社員が「イキイキ・ワクワク」を感じながら、エンゲージメント高く、組織や仕事に愛着を持ち安心して業務に取り組めるよう、
人・組織の両面での環境整備を進めます。

エンゲージメント強化

※ 感染対策を講じて実施しています

95%

100%

「会社や仕事に対するエンゲージメントが高まった」 

「経営戦略への理解度が向上した」 

タウンホールミーティングの様子

 ※ 当該年度に配偶者が出産した男性社員のうち、年度末時点の本店 /国内拠点在勤者に
よる育児休職や配偶者出産休暇を含む育児関連制度の利用率

※1 各年4月1日時点のデータ
※2 女性活躍推進法に基づく行動計画

Well-being

　「個 の々社員の活躍は、心身の健康あって
こそ」という考えのもと、働く環境の安全はも
とより、多彩・多才な一人ひとりがWell-being

を高め、その個性・才能を存分に発揮できる
よう、「健康経営宣言」を行い、健康経営を推進しています。

健康増進
　言語、文化、医療水準などの異なる環境で働く社員とそ
の家族が健康面の不安を感じた際、いつでも社内診療所へ
相談できる体制を整備しています。また、多様な勤務環境
や生活習慣の傾向、健康データなどを踏まえた個別の保健
指導・栄養指導や、健康アプリの活用を通じ、健康増進に
向けた行動変容を全社員へ促しています。

メンタルヘルスへの取り組み
　予防や早期対応に重点を置き、取り組みを推進しています。
社内の公認心理師（常勤3名、非常勤1名）が定期的に個別

相談会を実施し、幅広く社員の相談を受け付けるとともに、
社内診療所の神経科医と連携し社員や職場をサポートする
環境を整えたことで相談件数が増加し、メンタルヘルス不調
の予防や早期発見につなげています。また海外派遣社員と
のリモートカウンセリング、若手社員への定期的なコンディ
ションモニタリングの実施や、管理職層へのラインケア研修
など支援体制の強化にも注力しています。

安全確保
　当社労働安全衛生方針に基づき、①自社従業員②コント
ラクター従業員の労働災害低減を通じた、連結全体での安
全衛生文化の醸成を推進しています。

個を活かすタレントマネジメント

キャリア自律
　多彩・多才な人材がやりがいと誇りを持って仕事に取り
組み、能力を最大限に発揮しながら継続的に成長・活躍で
きるよう、多様な個の就業観・価値観を尊重し、キャリア
自律を後押しする取り組みを拡充します。

成長対話
　社員の自律的成長の実効性を高めることを目的として、
年に1回、能力開発・キャリア開発にフォーカスした振り
返りの機会を設け、上司との対話を行っています。

成長を支援するフィードバック
　成長対話に先立ち、一定の組織を率いる社員は、上司・部下・
同僚からの「360度マネジメントレビュー」、それ以外の社員は、

部下・同僚による「周囲からのフィードバック」を実施し、本人の
気付き・行動改善につなげる成長支援の機会を設けています。

タレントレビュープログラム
　成長対話を経て確認した社員の能力伸長・キャリア希望
などを、より広い母集団で共有し、複数の眼で、社員の能力
開発・キャリア開発を促進する仕組みを設けています。

キャリア自律を促す仕組み
　個人のキャリア希望、今後伸ばしていきたい能力・資質な
どを踏まえ、自らが挑戦したい組織への異動を後押しする
「公募型配置」施策、社内複業を通じたスキル習得・成長
機会を提供する「Dual Career」施策を推進していきます。
また、個人が自身の能力を可視化、経験の棚卸しを行い、
キャリアビジョンを明確にした上で実現に向けたサイクルを
設定できるよう、キャリア開発支援プログラムを実施します。

タウンホールミーティング参加者アンケート結果
※ 四段階評価における肯定的回答割合

18% （2022年4月時点）

10% （2022年4月時点）

外国人管理職比率 （海外拠点も含めた割合） 

男性育児関連制度利用率※  
（育児休職29%、配偶者出産休暇83%）  

中途採用者管理職比率 （単体） 

11.6%女性管理職比率※1

労働災害度数率※は
着実に減少（連結）

5.61　4.16

2.16　1.95

①

②
3.26
1.14

 （2020年3月期） （2021年3月期） （2022年3月期）

上司との成長対話を 
通じた意欲向上度合い 8割強8割強がポジティブがポジティブ

※  100万時間当たりの休業災害
発生件数（通勤災害を含む）

　社員のエンゲージメント状態や組織の活性度を定期的な「組織風土調査」において可視化・モニタリング
し、改善につなげています。
　三菱商事（本店・拠点）のほか、国内外のグループ会社も調査に参加しています（2022年3月期参加企業
数 国内41社、海外29社）。

エンゲージメント 
強化・モニタリング ※ 「社員エンゲージメント（意欲をもって仕事に取り組み、会社に誇りや愛着を感じているか）」の設問に対して肯定的な回答をしている職員の割合。 

   同調査において、肯定的回答率75％以上は「明らかな強み」として認識されます。

組織風土調査におけるエンゲージメント度数 76% （2020年3月期、単体）

84% （2022年3月期）

22.321.320.319.318.317.316.315.314.313.32012.3

5.4
6.4

7.1
7.9

8.7
9.4

10.4 11.0 11.1 11.5 11.6

第二期目標
15%以上

第一期
行動計画

第二期
行動計画※2 ※2
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人的資本―価値創出の源泉

ナレッジシェア

　誰でも参加できる低・脱炭素ビジネス推進プラットフォー
ムをMicrosoft Teamsで結成。国内外のさまざまな部署・
拠点から約850名が参加しており、それぞれが持っている情
報やノウハウを共有し、世界の最新情報や各グループの取り
組み事例について、毎日のように投稿されています。またアン
ケートで関心が高い分野を調査し、勉強会を開催したり、社
内専門家とすぐにつながることができる仕組みをつくることで、
新しいビジネスの創出の足掛かりとなることを狙っています。

MC Innovation Lab（MIL）

　2021年4月、新規事業やデジタル事業を担当する社員が、
プログラミングや事業開発に関する講義を受けながら、ウェ
ブサービスを開発するプログラム、「MIL」を開設しました。
成果はコンテスト形式で評価し、一部は事業化に向けて動
き出しています。これまでに、グループ会社からの参加者も
含めて、3期累計で約90名が参加しています。

EX・DXの一体推進による未来創造を目指す洋上風力発電プロジェクト 人材の掛け合わせで総合力を発揮し産業DXの実現に挑むインダストリー・ワン

■ 10年前から洋上風力に取組む人材育成に注力
　洋上風力で先行する欧州において、オランダの総合エネルギー事業会社であるEneco社と共に10年にわたって洋上風力発電
事業に取り組み、開発・建設・運営のすべてのフェーズにおいて事業知見蓄積と人材育成を進めてきました。欧州で現場経験
を積んだ当社の人材がその知見を活用し、2020年に当社のグループ会社となったEneco社の洋上風力のプロ人材と共に日々
議論をしながら主体的にプロジェクトを推進してきたことが、当社の強みとなっています。

■ 地域との共生による未来創造への取り組み
　国内の洋上風力開発に当たっては、2020年11月に政府の公募が開始される前から、洋
上風力発電所を建設する秋田県や千葉県にプロジェクトの推進を担う社員を派遣し、地
域の方 と々の意見交換を通じて、持続可能な漁業支援体制の構築、地域産業の振興と雇
用の創出、住民生活の支援など、共生策を練り上げてきました。今後、長期にわたる事業
期間において地域に根差し、パートナー企業や協力企業と共にこれら共生策を実行する
ことで、地域創生・未来創造を図っていきます。

■ 産業界全体のDXを加速させていく
　産業DX推進に関する業務提携先のNTTとの共同出資により、当社の強み「産業知見」とNTTの強み「ICT技術」を集約
した、DXサービスを提供するインダストリー・ワンを2021年に設立しました。多様な経験を有する当社とNTTからの出向者と
さまざまなバックグラウンドを持つインダストリー・ワンの社員が一丸となり、幅広いパートナー企業と連携しながら、当社グ
ループ企業のみならず、日本の産業界全体のDXを加速させていきます。

■ キャリアを活かしてDX推進に取り組む社員の挑戦
　当社からの出向者の1人は、食・アパレル・ヘルスケア領域のDX推進に従事しIT・デジ
タル人材育成にも取り組んできた経験を活かすべく、自発的にインダストリー・ワンの立上
げメンバーに参画、同社マネージャーとして活躍しています。同社の多様なDX人材の力
が掛け合わさることで会社全体のパフォーマンスが最大化するよう、日々の業務において
積極的に経営と社員を「つなぐ」役割を担い、エンゲージメント強化に注力しながら、産業
DX推進の実現に向けた同社の価値向上に取り組んでいます。

撮影時のみマスクを外しています。

秋田県における人材育成活性化の取り組み
（公立大学法人国際教養大学への寄附講座）

EX・DX推進に向けた人材育成・取り組み

プロジェクトで視る多彩・多才な人材の活躍 プロジェクトで視る多彩・多才な人材の活躍

EX教育・研修プログラムの拡充

　EX推進のためには、社員一人ひとりが脱炭素の潮流やリ
スク・機会などを理解し、それぞれの持ち場で自分事として
認識・構想することが不可欠です。そのためのEX関連知
識・スキル・マインドセットの底上げを図り、EXを通じて企
業価値向上に貢献できる人材の育成に取り組んでいます。

具体的には、「攻め」「守り」「DXとの一体推進」の3テーマ
を軸に、営業・コーポレートなど所属を問わず新入社員導
入研修・新任管理職研修・幹部研修（MC経営塾）などにお
いて、EX関連をテーマにした研修プログラムを整備してい
ます。

DX研修の全役職員向け展開

　DXを加速するために、DX人材タイプにおいて育成強化
していく領域を下図の通り定義しました。
　この「プロデューサー」「ビジネスデザイナー」と「アー
キテクト」に求められるスキルを、各人のレベルに応じて
習得できるオンデマンド型研修プログラム『MC DX 

Advancement Program』の提供を開始しました。2023

年3月期から全役職員が受講しています。上記のほか、DX

推進や新規事業立ち上げの担当者向けのプログラミング研
修やウェブサービス立ち上げのワークショップ、マネジメント
向け講座、CDO養成講座、イノベーション研修など、DX案
件をリードする人材の育成に取り組んでいます。

■ EX教育のテーマ

■ 投稿されている情報／勉強会のテーマ 例
● 再生可能エネルギー
● CCUS関連
● 水素・アンモニア関連
● カーボンクレジット関連
● 脱炭素／EX関連テクノロジー
● 脱炭素／EX関連の外部環境
● ESG投資 等

気候変動関連の短・中・長期のリスク・コス
トを見極め、事業のレジリエンスを強化

EXを商機と捉え新規事業を開発し、新時
代における収益の柱を育成

外部環境の変化を的確に捉え、DXを活用
しながら産業変革をリード

（関連規制・ルールの当社への影響、排出量算定、目標設
定、ロードマップ策定、開示・ステークホルダーエンゲージ
メント 等）

（業界別EX課題、最新EX技術動向、当社EXソリューション
概要、新規事業開発のスキル向上 等）

（EX関連デジタルツール・技術 等）

攻めの EX EX・DX一体推進
DX人材タイプ 主たる役割

プロデューサー DXやデジタルビジネスの実現を主導するリーダー人材

ビジネスデザイナー DXやデジタルビジネスを企画・立案・推進する人材

アーキテクト DXやデジタルビジネスに関するシステムを設計し、企画を実装につなげていく人材

データサイエンティスト DXに関するデジタル技術（AI・IoT等）やデータ解析に精通した人材

UIデザイナー DXやデジタルビジネスに関するシステムのユーザー向けデザインを担当する人材

エンジニア／プログラマ 上記以外にデジタルシステムの実装やインフラ構築等を担う人材

ビジネス

テクノロジー

当社として 
注力する領域

DXイネーブラー※

外部専門家

守りの EX

EX推進 DX推進

人材戦略 エンゲージ 
メント強化

Keyword Keyword ●  ダイナミックな人材
シフト・登用

●  事業環境の変化へ
の対応力強化

●  多様性を活かす 
企業風土づくり

●  個を活かすタレント
マネジメント

※ インダストリー・ワン、エムシーデジタルなどの全社横断DX機能会社

6つの資本
Focus

 特集「未来創造（新産業創出／地域創生）の詳細については、P.20～25をご覧ください。

プラットフォーム
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課題 対応するSDGs

脱炭素社会への貢献

自然資本の 
保全と有効活用

持続可能で安定的な 
社会と暮らしの実現

イノベーションを通じた 
社会課題の解決

地域課題の解決と 
コミュニティとの共生

事業推進における 
人権の尊重

多様な人材が未来を創る 
活気に満ちた組織の実現

透明性高く柔軟な 
組織の実現

マテリアリティの概要と特定プロセス
　当社は、創業以来の企業理念である「三綱領」に基づき、
経済価値・社会価値・環境価値の「三価値同時実現」、およ
び三価値同時実現を具現化するための視点であり、当社の
持続可能な成長のための経営上の課題として2016年に定
めた「サステナビリティ重要課題」等を指針として、全ての
ステークホルダーの要請に応えながら、事業活動を通じて
さまざまな社会課題の解決に取り組み、社会の持続可能な
発展、価値創造に貢献してきました。
　一方で、「サステナビリティ重要課題」の策定から6年が経

過し、ステークホルダーの皆様の企業への期待は気候変動
対策を筆頭に一層高まるとともに、解決すべき課題も変化
しています。こうした中、当社のさらなる中長期的な企業価
値向上を実現すべく、事業活動における重要性の観点から
「サステナビリティ重要課題」のレビューを行い、「中期経営
戦略2024」が目指すMC Shared Value（共創価値）の継
続的な創出に向け、当社が事業活動を通じて解決していく
重要な社会課題である「マテリアリティ」として再定義し、「中
期経営戦略2024」で発表しました。

マテリアリティの再定義とSDGsとの関係性
　当社は、総合力を活かしつつ、さまざまな事業に取り組む
ことで、幅広い社会課題の解決に貢献しながら持続可能な
成長を確実なものとしていきます。当社では、各マテリアリ
ティに対応するSDGs※を特定しており、マテリアリティを指

針とした事業の推進を行うことはSDGsの達成にもつなが
るものです。

2030年に向けた目標設定
　当社は、サステナビリティへの取り組みを各営業グループ
が自律的に推進するための個別の事業目標を2019年に策
定し、2020年には、この個別の事業目標を外部環境や社会
からの要請を踏まえた、より具体的・定量的な目標となるよ

うに見直しました。2022年には、これら目標を新たに再定
義したマテリアリティに合わせ整理しました。主なマテリア
リティとそれに紐づく事業目標や主な取り組みは以下の通り
です。

旧サステナビリティ重要課題

低炭素社会への移行

持続可能な 
調達・供給の実現

地域課題への対応と 
解決策の提供

次世代ビジネスを通じた 
社会課題の解決

自然環境の保全

地域・コミュニティ
との共生

魅力ある職場の実現

※ 2015年9月に開催された国連サミットにおいて、地球規模の課題として採択された「持続可能な開発のためのアジェンダ」の中核を成す17個の国際開発目標。

※ 国際NGOであるGRI（Global Reporting Initiative）が提示するガイドライン等を参照。

  脱炭素社会への貢献 

●  CCUS・次世代エネルギー関連事業化推進
●  発電向け燃料アンモニアのサプライチェーン構築
●  電気推進船（低環境負荷対応）の取り組み推進
●  2031年3月期までに再生可能エネルギー発電容
量を2020年3月期比倍増（3.3GW→6.6GW）  
（加えて、既存火力発電容量の削減、およびゼロ
エミッション火力への切り替えで2050年までに
非化石比率100%化）

一般的な策定手順※を踏まえ、当社
グループの持続可能な成長にとって
考慮すべき80個程度の課題要素を
ISO26000やSDGs等の国際規格・
目標をベースに抽出。

営業グループおよび社外ステークホ 
ルダーの各視点で、機会・リスク両面 
における要素ごとの判定を行い、優先 
的な課題を選定。

選定された優先的な課題をサステナ
ビリティアドバイザリーコミッティーの
意見も踏まえて再整理し、社長室会お
よび取締役会にて審議の上、サステナ
ビリティ重要課題を特定。

候補となる課題要素の 
リストを作成

社内外の視点から 
各要素の重要度を判定

サステナビリティ重要課題を 
特定

マテリアリティを再定義 

   自然資本の保全と有効活用 

●  プラスチックの低炭素・循環型を実現するリサイ
クルPET・環境対応素材製造事業の推進

   持続可能で安定的な社会と 
暮らしの実現

●  天然ガス／LNG事業推進によるエネルギーの
安定供給への貢献 

●  食品廃棄物50%削減  
（2019年3月期比）

   地域課題の解決とコミュニティ 
との共生

●  大気汚染軽減と低炭素化の解決策として有効な
天然ガス／LNG事業の推進

●  自律運航船（船員の負荷軽減、海上事故の防止）
の取り組みの推進

●  総合レンタル事業を通じたシェアリングエコノ
ミーの推進

●  モビリティ・サービス事業の推進
●  利便性と低環境負荷を実現させた高付加価値
の複合都市開発

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
社
会
と 

物
心
共
に
豊
か
な
生
活
の
実
現

三
価
値
同
時
実
現
の 

基
盤
と
な
る
組
織
の
追
求

ISO26000

SDGs

その他国際規格・目標

■ マテリアリティの特定プロセス

STEP
1

STEP
2

STEP
3

STEP
4

課題

課題

課題

課題

課題

課題

課題

課題

●  さまざまなステークホルダーとのヒアリングやア
ンケートを通じて、ステークホルダーにとっての 
重要度を判定。

●  各部門・グループが、それぞれの課題に対して
重要度の評価および優先順位付けを行うことで、
当社にとっての重要度を判定。

「中期経営戦略2024」の策定に合わせて、従来の「サステナビリティ重要課題」を「マテリアリティ」として再定義。

カーボンニュートラル社会と 
物心共に豊かな生活の実現

三価値同時実現の 
基盤となる組織の追求

●  近年重要性が一層高まっている「人権の尊重」「ステークホルダーとの共生・共
創」「自然資本・生物多様性 /サーキュラーエコノミー」「人的資本・DE&I」「ガ
バナンス」といった社会課題解決についても取り組みを一層強化すべく、従来の
「サステナビリティ重要課題」を更新・再編成して、新たに「マテリアリティ」に
名称変更。

●  8つのマテリアリティにつき、当社社員が一丸となって解決に取り組むことを目
指し、「事業を通じ追求」「組織全体で追求」するものに区分した上で、それぞ
れ「カーボンニュートラル社会と物心共に豊かな生活の実現」「三価値同時実
現の基盤となる組織の追求」を総括するコンセプトとして標榜

●  地域社会との調和
●  先端技術の活用
●  汚染予防・対策
●  気候変動への対応
●  資源の有効活用
●  先進国のプレゼンス
拡大

●  人権への配慮
●  労働環境・労務
●  水の有効活用
●  食料需要増大への 
対応

●  人口動態への対応
●  地政学的リスクへの 
対応

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

三菱商事にとっての重要度（リスクと機会）

優
先
的
な
課
題

三菱商事の
サステナビリティ
重要課題

新たに項目を追加

Focus 脱炭素社会への貢献については、気候変動P.48～51をご覧ください。

価値創造プロセス

社会問題に関連する
マテリアリティ

 マテリアリティの概要については、P.19をご覧ください。
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マテリアリティ 6つの資本を事業に投入し、事業を通じて共創価値を生み出していくにあたり、マテリアリティに立脚した
取り組みを推進していきます。



気候変動―EX戦略の前提となるマテリアリティ

　当社は、2021年10月に策定した「カーボンニュートラ
ル社会へのロードマップ」にて、パリ協定に整合するGHG

（温室効果ガス）排出量の中長期の削減目標として、「2031

年3月期半減（2021年3月期比）、2050年ネットゼロ」を
目指すこととしました。2031年3月期の半減目標達成に
向けては、あらゆる手段を最大限活用し、再エネ調達や
燃料転換を含めたオペレーション上の削減や資産の入れ
替えを進めていきます。また、その先の2050年に向けて
は、当社の総合力を活かして産業変革を促すとともに、新
技術・イノベーションを積極的に活用することで、パリ協
定の目標達成・ネットゼロを目指します。

　左記の2031年3月期削減目標を確実に達成するため
には、より適切なGHG排出量の管理プロセスを整え削
減進捗を把握し、これを開示することが重要と考えてい
ます。この考えの下、下記記載の通り「中期経営戦略
2024」において投資計画策定にあたり、短中期のGHG

削減計画を確認する新たなプロセス（「GHG削減目標を
踏まえた投資計画」）を導入しました。また、各年度の
GHG排出量は従来通り今後も適切に開示し、2031年 

3月期目標に向けての削減進捗を示していきます。2022年
3月期末時点における削減進捗状況は以下の通りです。

　重要な経営課題の一つとして、気候変動に係る基本方 

針※や重要事項を、社長室会にて決定するとともに取締役会
に報告しています。社長室会の審議に先立ち、サステナビリ
ティアドバイザリーコミッティーにおいて社外有識者より助
言・提言を受けることに加え、サステナビリティ・CSR委員
会において十分な討議を行っています。

　なお、気候変動に関する経験・見識・専門性等に基づく
貢献を期待する取締役・監査役を複数選任しています（詳
細はスキルマトリクスP.102～103をご覧ください）。
※  気候変動に係る基本方針としては、事業を通じた取り組み方針、TCFD対応方針等について、
また重要事項としては、気候変動リスク・機会の評価の在り方（含む、シナリオ分析）、温室効
果ガス削減目標（含む、削減状況）等を討議しています。

　新中経で導入した、ポートフォリオの脱炭素化と強靭化を
両立させるメカニズムを下図のフローの通り運用することで、
気候変動リスクの高い事業の特定から個別案件の採算影響
評価に至るまで、リスク管理を機能的に行います。

　また、既存のサステナビリティ関連のガバナンス体制を
ベースに、取締役会も適切に関与するように仕組みの構築
を進めていきます。

　地球（生態系）や人間・企業活動に重大な影響を及ぼす
気候変動は、当社グループにとってリスクであると同時に新
たな事業機会をもたらすものと考えています。当社が持続
可能な成長を目指す上で、マテリアリティ「脱炭素社会へ
の貢献」は、対処・挑戦すべき重要な経営課題の一つです。

三菱商事はエネルギー需要の充足という使命を果たしなが
ら、SDGsやパリ協定で示された国際的な目標達成への貢
献を目指し、当社グループ各社と連携の上、政府・企業・業
界団体等の幅広いステークホルダーとの協働を通して、これ
に取り組んでいきます。

　「中期経営戦略2024」では、ロードマップでのGHG

削減目標の達成に向け、当社の各事業を気候変動の移
行リスク・機会に応じて分類し、ポートフォリオの脱炭素
化と強靭化を両立させるメカニズムを導入しました。従
来より実施してきた「シナリオ分析」に、新たに「トラン

スフォーム・ディスカッション」、「GHG削減目標を踏ま
えた投資計画」、「新規投資の脱炭素採算評価」の施策
を導入し、エネルギー需要の充足という使命を果たしな
がら、パリ協定で示された国際的な目標達成に向けて諸
施策を推進していきます。

　上記の当社削減目標およびGHG排出量実績は
Scope3のカテゴリー15相当分を含んでいます。さらに、
当社におけるScope3排出量の大半を占めるカテゴリー
11（販売した製品の使用）を適切に開示することの重要

性を認識しています。開示に向けては、当社事業の実態
を正確に表した排出量を算出するべきと考えており、開
示に向け、鋭意検討を継続していきます。

2050年ネットゼロに向けた取り組み

TCFDに基づく開示内容気候変動に対する当社の方針

2050
目標

2031.3
目標

2022.3
実績

2021.3
実績

2021.3
（基準年度）

2,530
2,285

769

1,516

2,402

（万トン） ※1  出資比率基準に基づくScope1・2排出量であり、関連
会社のScope1・2排出量の当社出資持分相当分を含
む。また、基準年度数値には火力発電・天然ガス事業
の①投資意思決定済かつGHG未排出の案件の想定
ピーク排出量、および②一部稼働開始済事業のフル稼
働に向けて確実に見込まれる排出増加幅を含む。

※2  769万トンは出資比率基準での子会社のScope1・2
排出量。仮に支配力基準を採用した場合は832万トン
に相当。詳細はP.136をご参照ください。

※3  削減努力を進めた上で、なお残存する排出量について
は、炭素除去を含めた国際的に認められる方法でオフ
セットを行う前提。また、GHG排出量削減目標に係
る削減計画や施策は、技術発展・経済性・政策 /制度
支援などの進捗に応じて柔軟に変更。

当社の気候変動への
耐性に関する議論を
開始。

気候変動対応方針を 
策定。

TCFDの対応ロード
マップを作成。

気候変動リスク・ 
機会分析の詳細 
議論開始。

移行リスク・機会分析
の継続的な実施。
網羅的な物理的 
リスク分析の開始。

1.5℃シナリオを用いた移行リスク・
機会分析の実施。
網羅的な物理的リスク分析の実施。
カーボンニュートラル推進会議※ 
でのメカニズム検討。

取締役会 気候変動対応の監督 年に2回程度

社長室会 気候変動対応の基本方針の決定、気候変動に係る重要事項の決定 年に2回程度

サステナビリティ・CSR委員会（社長室会の下部委員会） 気候変動に係る基本方針や重要事項につき、討議し、社長室会に提言 年に2回程度

サステナビリティアドバイザリーコミッティー 気候変動に係る基本方針や重要事項に関する助言・提言 年に2回程度

所管役員 担当役員（サステナビリティ・CSR）

担当部局 サステナビリティ・CSR部

独自の事業分類
各種施策の土台として、事業を「グリーン」
「トランスフォーム」「ホワイト」に分類

一連の施策プロセスおよび分析 
結果の開示
ステークホルダーを意識した、より戦
略的・効果的な対外開示を検討

1.5℃/2℃シナリオ分析
モニタリング対象として特定した一部の
グリーンおよびトランスフォーム事業に
対してシナリオ分析を実施

新規投資の脱炭素採算評価
脱炭素シナリオ下の主要前提を用いた
採算指標（社内炭素価格等）の参照

トランスフォーム・ディスカッション/事業戦略会議
トランスフォーム事業については、トランスフォーム・ディスカッション
にて事業の方向性を左右する要素につき議論し、同議論内容を踏ま
えて事業戦略会議を実施。また、事業戦略会議では、GHG削減目標
を踏まえた投資計画について討議

■  GHG排出量の削減目標

■  ガバナンス

■  リスク管理

これまでの取り組み

■  中期経営戦略2024/GHG削減目標の達成に向けた取り組みのメカニズム導入

■  GHG 排出量（Scope3）について

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

気候変動関連のガバナンス体制

気候変動リスク・ 
機会「大」の 
事業特定

01

事業環境分析、 
事業への影響度 

評価

02

事業戦略への 
落とし込み

03

対外開示

05

個別案件
審査

04

※1

※2

※3

Scope3 
カテゴリー15（投資）
に相当

半減

ネットゼロ

※ 中期経営戦略2024に織り込む「ポートフォリオの脱炭素化と強靭化を両立させるメカニズム」の検討・提言を目的とした全社横断的な会議体

脱炭素社会への 
貢献

マテリアリティマテリアリティ
Focus

 「中期経営戦略2024」サステナビリティ施策については、P.19をご覧ください。

 サステナビリティ推進体制については、P.86～91をご覧ください。
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気候変動―EX戦略の前提となるマテリアリティ

　上記プロセスで抽出したモニタリング対象事業（リスクサイド）のうち、主な事業のシナリオ分析結果※は以下の通りです。
※  シナリオは、過去データに基づく予測ではなく、不確実性が高い事象において、考えられる事象を基にした仮想的なモデルになります。記載した IEA等の国際的な機関が提示する主なシナリオに対す
る当社の認識であり、当社の予想する中長期的な将来見通しではありません。

　当社グループの一部事業では、特にその操業において物理的リスク（冠水、渇水、気温上昇等）による影響を受ける可能性があります。物理的リス
クによる当社グループの事業への影響を網羅的に把握するため、以下のプロセスに沿った物理的リスク分析を行っています。

　上記プロセスで特定した物理的リスクによる影響を受ける可能性が高い資産となった2事業における現状の対策および今後の対応方針は、以下の
通りです。

シナリオ分析結果を踏まえた方針・取り組み

原料炭事業 銅事業
分析対象資産 BHP Mitsubishi Alliance※が保有する炭鉱 Anglo American Sur, S.A.が保有する銅鉱山

所在地 豪州 チリ

ハザードの種類 大雨による冠水 渇水

現状の対策 炭鉱での大雨による冠水が操業の中断を引き起こす可能性があると認
識し、2011年の大雨に伴う冠水以来、以下の対策を講じ耐性を高め
ている。
・気象予測を踏まえた貯水管理計画の運用。
・休山中の採炭ピットの大規模貯水池としての活用。
・貯水池・炭鉱間の送水管・排水・堤防設備による総排水能力の増強。

操業に必要な水の大半は鉱山内で再利用しているが、蒸発等で
失う一定量については外部からの取水が必要となる。渇水が起
きると十分な取水ができなくなり操業への影響が出る可能性があ
ることから、第三者からの産業排水や処理済下水の調達を増加さ
せることで耐性を高めている。

今後の対応方針 将来の気候変動による物理的リスクの激甚化も踏まえ、今後も継続的
な対策強化に取り組む。

現状の対策に加え、水の外部調達手段の多様化を検討中。また、
鉱山内の水リサイクル率のさらなる向上につながり得る新技術に
ついても検討している。

※  高波リスクに対しては、最新の自社港湾インフラを気候変動・サイクロンに伴う波高の上昇も考慮の上、1000年に1度の高波を想定した設計とし、現在、同様の基準で港湾設備のアップグレードのプロ
ジェクトを行っている。

　当社では、連結ベースで気候変動関連の機会の取り込み、リスクの低減を目指して、以下の目標を設定しています。また、
GHG排出量削減目標の達成に向けては、毎年のGHG排出量の実績開示を通じた進捗管理を行っています。

気候変動の影響が大きい産業の特定Step 2 モニタリング対象事業の特定Step 4

気候シナリオの選定Step 1 リスク・機会の洗い出しStep 3

リスクサイド 機会サイド
発電（化石燃料）、原料炭、天然ガス／LNG
自動車（乗用車・ピックアップトラック）
船舶、石油製品（国内サービスステーション事業）

発電（再エネ）
銅

　従来の2℃シナリオに加え、さらに低・脱炭素化が進むことを前提とした「1.5℃シナリオ」を用いて気候変動関連リスク・機会分析を実施の上、当
社事業戦略への織り込みを実施しました。

モニタリング対象事業決定までの詳細プロセス

事業戦略への織り込み

網羅的分析プロセス

分析結果

移行リスク・機会

■  戦略

■  指標と目標

物理的リスク

●  IEA（International Energy Agency：国際エネ
ルギー機関）等の中立的立場の第三者が公表する
シナリオ（World Energy Outlook等）を採用。

●  2022年3月期からは、2050年ネットゼロに整合す
る「1.5℃シナリオ」（2℃シナリオよりも低・脱炭
素化が進行する前提）を参照シナリオに追加。

●  Step 1に記載のシナリオを用
い、Step 2で特定した産業に対
して、機会・リスク面それぞれか
ら需要・収益への影響を評価
（シナリオ分析）。

需
要
イ
ン
パ
ク
ト

需
要
イ
ン
パ
ク
ト

収益インパクト 収益インパクト
大 大

大 大

小 小

小 小

機会 リスク

大 大

中 中

中 中

小 小

財
務
重
要
性

Step 2：
TCFD提言書指摘のセクターから
産業を選定

Step 2：
TCFD提言書指摘のセクターから
産業を選定

Step 1：
財務および非財務重要性の観点か
ら対象産業に選定

非財務重要性

※  エネルギー、運輸、素材・建築物、農業等

※ 沿岸の洪水、河川の洪水・大雨による冠水、森林火災、気温上昇、サイクロン、渇水

●  当社にとって財務・非財務的影響が大きい事業が属する産業、およびTCFD
提言にて指摘されている気候変動の影響が大きいとされる産業※を特定

●  Step 3の結果、リスク・機会面でのインパクトが「大」とされた事業をモニ
タリング対象事業として特定。2022年3月期のモニタリング対象事業は
以下の通り。

　モニタリング対象事業（リスクサイド・機会サイド）として抽出された8事業については、ポートフォリオの最適化を図るべく、各営業グループによる
事業戦略策定時に1.5℃シナリオを低・脱炭素シナリオとして考慮の上、各事業での移行リスク・機会分析の結果を戦略に織り込んでいます。

低・脱炭素化事業
　当社は、低・脱炭素化を当社が対処・挑戦すべき重要な
経営課題の一つと捉えており、さまざまな分野で事業を通じ
た低・脱炭素化を推進しています。特にエネルギー分野に
おいては、当社内でEX（Energy Transformation）と称し、
脱炭素社会を見据えたエネルギー分野の変革への挑戦およ

びその過程におけるエネルギー関連の事業ポートフォリオの
進化を通じ、全産業にまたがる共通課題である低・脱炭素
化に取り組んでいくことで、環境課題への適合と、エネルギー
安定供給という社会的使命の両立を図り、当社の中長期的
な持続的成長につなげていきたいと考えています。

1.5℃シナリオで示される一般的な事業環境認識 事業環境認識を踏まえた方針・取り組み
発電 
（化石燃料）

・  電力はネットゼロを達成する最初のセクターとなり、化石燃料由来の発
電量が占める割合は大幅に減少する見込み。

・  炭素税等の規制強化による発電コスト構造の大幅な変化や、GHG排
出量削減策として期待される設備投資の増加が見込まれ、化石燃料由
来の電力の競争力低下が想定される。

・  座礁資産化の可能性、撤退難易度の上昇、継続保有に伴うレピュテーショ
ンリスクの高まりを認識。
・  新規石炭火力案件には取り組まず、売却難易度を左右する要素（M&A市場
動向、当該国との関係性、契約上の制約、環境規制等）を注視の上、既存火
力資産の戦略的なダイベストメントを遂行。並行して、継続保有する火力資
産のゼロエミッション化を検討。2050年までに非化石比率100%を目指す。

原料炭 ・  鉄鋼需要は、2050年に2020年比で12%増加。電炉法や水素還元製
鉄法の利用が進展するとともに、高炉向けのCCUSが急拡大し、一部
地域では高炉法が継続する。

・  2050年に向けて原料炭全体の需要減少は見込まれるが、継続利用さ
れる高炉では、一層の効率化やCCUS付帯を行うことで低・脱炭素化
を図っていくため、低炭素化に寄与する高品位原料炭の需要は、相対
的に減少幅が小さい。

・  1.5℃シナリオ下でも、既存高炉の低炭素化に貢献する高品位原料炭のニー
ズは相対的に高まる見通しであり、高品位原料炭を主力商品とする当社原
料炭事業の優位性は一定程度維持される見込み。

・  今後も鉄鋼業界の脱炭素化の進展ならびに、原料炭供給に影響を与える外
部環境を見極め、当社原料炭資産の競争力強化に取り組む。

・  当社原料炭事業の生産プロセスで排出されるGHG削減や、パートナーの
BHP社と共同で、原料炭バリューチェーン全体での排出量削減に資する研
究支援に取り組む。

天然ガス ・  全世界の天然ガス需要は、2018年比で2030年断面において6%減少
する一方、LNG貿易量は同年比16%の増加が見込まれる。その後、
2040年断面での天然ガス /LNG貿易量は2018年比でそれぞれ
46%/33%の減少を見込む。

・  また、低・脱炭素社会を支えることが期待される次世代エネルギーの水
素需要が高まり、ブルー水素の原料としての天然ガスの重要性は今後
さらに増すと想定される。
・  2050年時点では、天然ガスの需要全体の約半分が水素製造に向けら
れ、水素需要の40%が天然ガスによって賄われる見込み。

・  既存事業の基盤強化や建設中案件の着実な立ち上げ、販売力強化と競争
力ある新規プロジェクトへの参画などを通じ、カーボンニュートラル社会へ
の移行期において重要なエネルギー源であるLNGの安定供給責任を果た
すとともに、LNG事業の収益拡大を目指す。
・  天然ガス/LNG事業の競争力・収益力を左右する要素となり得る炭素税導
入等の各国政策、CCUS等の技術開発に関する動向に留意するとともに、
LNGバリューチェーン自体のカーボンニュートラル化への取り組みや、合成
メタン・ブルー水素などの次世代エネルギーの製造・供給についての検討を
進める。

Phase 0 Phase 1 Phase 2 Phase 3
重要資産の特定
当社にとって財務的インパクトの大
きい子会社・関連会社を抽出し、当
該事業会社にとっての重要な資産
を選定

スクリーニング
詳細に分析すべきリスクの高い資産
を特定するため、2030年までに各
資産が晒される各ハザード※の深刻
度を点数化

詳細分析
Phase 1の結果、総合点の高い（リ
スクが高い）資産を対象に、2080年
までに各資産が晒される可能性の
ある各ハザードの詳細分析を実施

対応方針の検討
分析結果を踏まえ、リスクが高い資
産について現場での取り組みおよび
今後の対応方針につき確認

目標 ❶

目標 ❷

目標 ❸

GHG排出量の削減目標

非化石比率

再生可能エネルギー

●  2050年GHG排出量ネットゼロを前提とし、2031年3月期中間目標と具体的な削減計画を策定。
●  火力資産のダイベストメントを中心としたポートフォリオ入替などにより、2031年3月期までにGHG排出量の半減
（2021年3月期比）を目指す。

●  既存火力発電容量の削減、およびゼロエミッション火力への切り替えで、2050年までに当社発電事業における非化
石比率100%化を目指す。

●  2031年3月期までに再生可能エネルギー発電容量2020年3月期比倍増を目指す。

マテリアリティ
Focus

  その他のモニタリング対象事業の分析結果を含むシナリオ分析の詳細内容については、サステナビリティ・ウェブサイトをご覧ください。  
https://mitsubishicorp.disclosure.site/ja/themes/113#915

  具体的な案件詳細については中経特集ページ、P.20～25およびサステナビリティ・ウェブサイト（https://mitsubishicorp.disclosure.site/
ja/themes/158）をご覧ください。
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CAOメッセージ

　気候変動や人権問題をはじめ、解決すべき社会課題が多
様化・複雑化する中、企業としても本業を通じ、その解決に
取り組むことが必要不可欠となっています。激しい外部環
境の変化に伴い、政策・法規制の整備や国際的なイニシア
チブの創設も進み、民間資金の流れ、投資家の行動様式も
大きく変容してきています。具体的には、気候変動への対
応はもちろんのこと、変化の速い事業環境に対応可能なガ
バナンス体制が構築されているか、競争力の維持・向上の
担い手たる従業員の育成がなされているかといった、非財
務に関する取り組みが企業価値に大きく影響する時代になっ

てきており、サステナビリティへの取り組みが不十分な場合
は企業にとって不利益となり、逆に積極的な推進は中長期
的な成長に不可欠であると考えています。加えて、企業が
事業活動を行う上で、その存在が前提条件となっている生
態系サービスや自然環境が損なわれた場合、直接的には自
社のオペレーションに、間接的にはサプライチェーンに影響
が生じるなど、企業にとって大きなリスクとなります。従っ
て、社会課題の解決に取り組むことは、企業にとって、リス
クマネジメントであると同時に、ビジネスチャンスの追求で
もあると捉えています。

再定義したマテリアリティに
立脚した取り組みを実施し、
企業価値の中長期的な維持・
向上を実現していきます

代表取締役 常務執行役員
コーポレート担当役員（IT、CAO、広報、
サステナビリティ・CSR）

マテリアリティに立脚した取り組み（経営）

　当社は、企業理念である「三綱領」に基づき、2010年の
中経2012で「継続的企業価値の創出」、2016年の中経
2018で「三価値同時実現」を掲げ、サステナビリティへの
取り組みを進めてきました。また、同じく2016年には、当
社の「持続可能な成長のために特に対処すべき重要課題」
として「サステナビリティ重要課題」の特定を行いました。
一方、「サステナビリティ重要課題」の策定から6年が経過
し、気候変動対策をはじめとして、企業に対する期待は高
まるとともに、解決すべき社会課題も変化しています。本年
5月に公表した中期経営戦略2024（以下、中経2024）で
は、そのような社会課題の解決を通じて継続的に生み出さ
れる、スケールのあるMCSV（共創価値）の創出を目指す
ことを掲げています。これに合わせ、サステナビリティ重要
課題を、当社が事業活動を通じて解決していく重要な社会
課題である「マテリアリティ」として再定義しました。脱炭
素社会に向けた移行期を支えるエネルギーの安定供給責
任をしっかり果たしていくこと、人々の豊かな暮らしを実現
していく企業として人権に配慮した事業を推進すること、そ
して、それらの基盤として人材育成・組織づくりを含む確固
たる基盤を備えること、この3点を中心にアップデートをし
ています。
　これらマテリアリティに立脚した取り組みのうち、代表
的なものとして、①「脱炭素社会への貢献」、②「地域課題
の解決とコミュニティとの共生」、③「多様な人材が未来を
創る活気に満ちた組織の実現」について詳しくお話しをさ
せていただきます。

① 脱炭素社会への貢献 
（関連する資本：環境・自然資本）

　当社は、カーボンニュートラル社会の実現に向けた重要
なマテリアリティとして「脱炭素社会への貢献」を掲げてい
ます。昨年10月に策定した「カーボンニュートラル社会への
ロードマップ」において、パリ協定に整合するGHG（温室効
果ガス）排出量の中長期の削減目標（2030 年度半減（2020 

年度比）・2050 年ネットゼロ）を目指すことにしました。ま

た、中経2024においても、エネルギー需要の充足という使
命を果たしながら、SDGsやパリ協定で示された国際的な
目標達成に向けた諸施策を打ち出しました。MC Climate 

Taxonomyというコンセプトの下で当社の各事業を気候変
動の移行リスク・機会に応じて分類し、その分類に応じて
「1.5℃シナリオ分析」「トランスフォーム・ディスカッション」
「GHG削減目標を踏まえた投資計画」「新規投資の脱炭素
採算評価」という4つのメカニズムを適用します。これらの
メカニズムの推進により、当社事業のポートフォリオの脱炭
素化と強靭化を着実に進めるとともに、EX（エネルギー・ト
ランスフォーメーション）をグローバルに進めていくことを通
じて、脱炭素社会の実現への貢献を目指していきます。
　また、カーボンニュートラル社会実現のためには、自社だ
けではなくバリューチェーン全体でのGHG削減が必要と
なるため、産業や消費者・地域の排出量削減ニーズに寄り
添い、ソリューション提供を行う脱炭素ソリューションプロ
バイダーを目指すことに加え、投資家をはじめとしたステー
クホルダーからの開示要請が高まっている当社のScope3

の排出量（当社におけるScope3排出量の大半を占めるカ
テゴリー11（販売した製品の使用））の算出・開示について
も鋭意検討を継続していきます。

② 地域課題の解決とコミュニティとの共生 
（関連する資本：社会資本）

　当社の事業遂行においてはコミュニティとの関係構築が
不可欠であるとの認識の下、「地域課題の解決とコミュニティ
との共生」もマテリアリティの1つとして掲げており、多様な
ステークホルダー、地域・コミュニティとの信頼関係の上で
事業を推進していきます。具体的には、事業を通じた雇用
創出・地域開発、コミュニティからの資材調達等、地域と共
に繁栄を分かち合うことに加え、先住民の権利への配慮を
含め地域への負の影響の最小化に努めています。

  マテリアリティの詳細についてはP.46～47をご覧ください。

 気候変動の詳細についてはP.48～51をご覧ください。

 環境・自然資本についてはP.37をご覧ください。

  社会資本ついてはP.36～37をご覧ください。
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件・アイデアが多く発案されてきており、EX・DX領域におい
ては、より機動性をもって柔軟に人材を登用・活用するべく、
全社タスクフォースを組成し、全社レベルの戦略を立案して
きました。DXタスクフォースについては取り組みをさらに加
速させるべく、さまざまなグループ出身の人材で構成された
産業DX部門に再編成し、営業グループへのDX機能の提供
およびDX機能を活用した新規事業の開発を目指します。こ
のように社会課題に対する経営戦略に即応できるよう、最適
な組織改編、人材の配置を検討・実行していきます。また、
事業環境の変化に応じた能力のアップデートも必要です。特
に、中期経営戦略2024で打ち出した成長戦略のEX・DX・
未来創造に挑戦・実行できるよう、人材や組織の事業環境
変化への対応力強化に向けたリスキリングに取り組みます。

エンゲージメント強化
　あらゆる人材が安心・安全な環境で働き、成長・価値創
出していくためには、社員がエンゲージメント高く取り組め
ることが何より重要です。
　Diversity、Equity & Inclusion、Well-beingの促進や
仕組みづくりを進めるとともに、多様化している個の就業観
を尊重し、キャリア自律を促すタレントマネジメントの仕組み
を拡充することで、一人ひとりがより責任をもって社会課題
に取り組める環境の実現を図ります。

データ活用
　人事施策・人材・組織に関するデータを収集・分析・観測
し、効果を測定・評価していきます。また、そうしたデータ・
情報の開示を充実させることで、社内外のステークホルダー
に対するコミットメントを示すと同時に、各種人事施策をよ
り効果高く推し進めていきます。

　時代の変化に早期に適応・リードしていきながらも、「高
い志」や、「構想力」「実行力」「倫理観」が求められることは
これからも変わりません。組織全体でMCSV創出の原動力
となる多彩・多才な人材を育成し、また価値観を共有し合
い、つながりながら切磋琢磨し成長できる機会・職場の実
現に取り組むことで、継続的に人的資本の価値を最大化し
ていきます。

最後に

　このように、マテリアリティをMC Shared Valueの創出
に向けた指針とし、事業戦略や取組方針に織り込みながら、
社員一人ひとりが持ち場で履践することを通じ、企業価値の
中長期的な維持・向上を実現していきます。

③ 多様な人材が未来を創る活気に満ちた 
組織の実現（関連する資本：人的資本）

　三菱商事は時代のニーズを先取り・先読みし、個別事業
やその上に成り立つ産業の当事者として、真摯に社会課題の
解決に挑み、事業活動を通じて社会とともに持続的成長を
実現してきました。その成長を支えてきたのは、社会課題の
解決に向けた「高い志」、時代を先取りして新たな価値を導
出する「構想力」、国や業界を超えて利害関係者を巻き込み
スピーディに構想を実現する「実行力」、そして「三綱領」の
精神からつながる「倫理観」を持った人材です。このような
人材が、多岐にわたる社会、業界、顧客の課題に対して、主
体的かつグローバルな視座・視野を通して最適解を構想し、
実行することで価値を創出してきました。従って、三菱商事
では、人材を価値創出の源泉、すなわち「人的資本」として
捉え、これまでも、これからも積極的に投資していきます。

　当社が目指すMCSVを創出し続けるためには、多様な背
景や価値観を持つ多彩な人材、また、対面する多くの業界・
事業会社から得られた多様な経験・能力を持つ多才な人材
が有機的につながり、よりイキイキ・ワクワク、活気あふれる
人材と組織であり続ける必要があります。そこで今般、マテ
リアリティの1つに「多様な人材が未来を創る活気に満ちた
組織の実現」を定義した上で、人事施策においては、「人材
戦略」「エンゲージメント強化」「データ活用」の3本の柱を
立てました。

人材戦略
　1つの事象が世界中に瞬時に伝播し、影響し合う環境にお
いては、当社も社会課題に即応できる柔軟な組織である必
要があります。経営戦略に応じて、全ての人材がこれまで蓄
積してきた知見や能力を十分に発揮できるよう、組織を超え
てダイナミックに人材をシフトし、登用します。そのためには、
これまで以上に産業横断的な取り組みを推進し、社会のニー
ズに応えていかなければなりません。これまでも営業グルー
プ体制を改編したことで、組織を超えたグループ間の共創案

  人的資本の詳細についてはP.38～45をご覧ください。

　多様なステークホルダーとの共生・共創の観点では、株主・投資家等の皆さまからの要請や期待を、対話
などのエンゲージメントを通じて的確に把握し、経営に反映することが重要であると認識しています。当社では、
取締役会および諮問機関（ガバナンス・指名・報酬委員会、国際諮問委員会）やサステナビリティアドバイザリー
コミッティーにおいて、社外の視点を取り入れることにより、各ステークホルダーの意見を経営に反映する体制
を整えているほか、各ステークホルダーとエンゲージメントを実施することで、共創価値創出による持続的成長
を実現していきます。

ステークホルダーエンゲージメント

カーボンニュートラル社会と物心共に 
豊かな生活の実現

マテリアリティ

三価値同時実現の基盤となる組織の追求

エンゲージメント
による循環

社会資本の向上
従業員

地域社会

政府
・
行政

顧客
・

パートナー

NGO

株主・投資家・債権者

企業価値の向上 三菱商事の主なステークホルダー

　入社以来、エネルギー関連事業に約20年、環境関連事業
に約10年身を置き、「与えられた場所で、目の前の仕事に真摯
に向き合う」姿勢で、業務に取り組んできました。201９年か
らは、電力ソリューショングループCEOオフィス室長として、
電力事業の変革期のなか再生可能エネルギーとデジタルを基
軸とした電力システム変革を目の当たりにし、Eneco社経営
に関わることを通じ、欧州を起点とする脱炭素の潮流に直接
触れることを通じて、サステナビリティへの取り組みが事業に
対していかに大きな影響を与えるのか、身をもって実感しまし
た。また、2020年には、より良い組織風土醸成に向けて、部
門・グループの垣根、世代を超えたメンバーと会社の目指すべ
き姿について議論を重ねました。この経験は、多様な役職員が自由闊達な議論を通じて、つながりながら、
イキイキ・ワクワク働ける環境を整備していきたいという強い想いにつながっています。
　本年よりCAOに就任しましたが、思い返せば上記のような数々の経験から、財務諸表に直接的には表れ
ない非財務に関する取り組みの重要性を認識できたと考えています。この取り組みを強化し、ステークホル
ダーとの真摯な対話を通じて中長期的な企業価値向上につなげることが私のミッションだと思っています。

Message

CAOメッセージ
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CFOメッセージ

中期経営戦略2021の最終年度を終えて

として、資産評価の見直しなどを通じ、懸念される損失は、
できる限り取り込んでいます。2022年3月期は市況の追い風
もありましたが、不採算事業の整理や損失手当てなど、バラ
ンスシートの強化や健全化を着実に進めたことで、中期経営
戦略 2024につながる好決算だったと総括しています。

中期経営戦略2021を踏まえ 
中期経営戦略2024へ

　前中期経営戦略の最終年度である2022年3月期の連結
純利益は、目標としていた9,000億円を上回る結果となりま
したが、新規投資については当初想定通りには進みませんで
した。新型コロナウイルスの感染拡大という大きな環境変
化を受け、財務健全性の維持・改善に優先的に取り組む必
要があったためです。投資は案件を厳選して取り組み、当初

計画3.4兆円に対し、2.5兆円の支出となりました。資産入
れ替えによる投資回収も加速させ、当初計画0.7兆円に対
し、1.5兆円の回収となりました。結果として、2022年3月
期末時点では財務健全性の指標である投融資レバレッジに
ついては、41%※まで改善しました。適正レンジは40～50%

と考えており、新しい中期経営戦略2024を開始するにふさ
わしい財務健全性にすることができました。
　株主還元に関して振り返ると、累進配当政策の下で、一
株当たり2020年3月期132円、2021年3月期134円、2022

年3月期150円の配当を実施しました。配当に加えて、最終
年度に発表した700億円の自己株取得も合わせると3年間の
累計総還元率は42%の水準に達しました。2021年3月期は
大きく業績が悪化した中でも、市場にお約束した累進配当
を守り株価を下支えしたとの評価の声も多く頂き、累進配
当政策については中経2024での資本政策にも反映されてい
ます。

※ 最終年度に決定した自己株取得700億円を含む

最終年度は過去最高益を更新した 
「中期経営戦略 2024」につながる好決算

　2022年3月期の連結純利益は、前年度比7,649億円増益
の9,375億円となり、過去最高益を更新しました。10セグ

メント中、7セグメントで過去最高益を更新しています。これ
は、資源価格の堅調な推移に加え、経済の回復局面におい
て、自動車関連事業や鮭鱒養殖事業をはじめ、各事業で収
益機会を捉え、年度を通じて着実に利益を伸ばしたことに
よるものです。また、今後の不透明な事業環境に対する備え

■ 中期経営戦略2021における投資キャッシュ・フロー（CF）

持続的な企業価値向上に 
向けた適切な資本配分

代表取締役 常務執行役員
コーポレート担当役員（CFO）

新規・更新投資 ネット投資CF売却及び回収

3.4

-0.7

2.7

（兆円）

新規・更新投資 ネット投資CF売却及び回収

2.5

-1.5

1.0

（兆円）

■ 連結純利益推移

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

2019年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

4,403

5,602 5,907
5,354

1,7261,726

9,375
（億円）

■ 事業系　　
■ 市況系　　
■ その他　　

計画 実績
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CFOメッセージ

持続的なTSR向上に向けて 最後に
MC Shared Valueの創出について

財務健全性の維持と資本効率の向上を 
両立させる資本配分が鍵

　CFOとして重要な責務の一つがキャッシュ・フロー（CF）
および資本の配分を考えることだと思っています。端的に言
うと投資と還元です。持続的にTSR（Total Shareholder 

Return/株主総利回り）を向上させていくためには、「財務
健全性の維持」と「資本効率の向上」を両立する必要があ
り、そのための手段である投資・資産入れ替え・還元などの
資本配分の巧拙が問われると思っています。
　具体的には、中経2024期間中は、営業CFと投資回収CF

から創出される4.5兆円のうち、収益基盤の維持・拡大、EX・
DX・成長投資関連等で3兆円の投資を行うとともに、0.7兆
円以上の株主還元を行う方針です。
　投資については、EX関連分野への投資を加速する方針
で、投資枠3兆円のうち、1.2兆円を投資枠として割り当てて
いますが、決して金額ありきで投資を行うものではありませ
ん。むしろ現場から積み上がってきた候補案件をすべて行
うためには、1.2兆円では足りません。候補の中から案件を
厳選し、投資規律を緩めることなく、個別案件ごとにROIC

などを見ながら案件を精査していきます。また、EX関連は
収益化までに比較的長い時間を必要とする案件もあるため、
相対的に短い時間軸で収益化が期待できる既存の収益基
盤の維持・拡大にもバランスよく投資していく必要があると
も考えています。
　株主還元の0.7兆円以上は、持続的な利益成長に応じて
増配を行う累進配当政策を中経2024の3年間も継続するこ
とから、2023年3月期の配当見通し150円をベースに下限値
として示しています。
　事業価値を高めROEを極大化していくことが企業として
の一丁目一番地ではありますが、還元という面でもしっかり
と株主の皆さまの期待に応えるべく、市場との対話を重視し
ていきます。前中経2021下での累進配当政策は相応に評
価頂いていますが、商品市況の動きに伴う業績変動が一定
程度想定される中、累進配当政策のみで市場の期待に応え
るのは難しいでしょう。そのような考えから、中経2024では
累進配当は維持しつつも、機動的な自己株取得との組み合
わせにより、総還元性向という指標で市場の期待に応えて
いくという資本政策を導入しました。

　中経2024では、三菱商事グループの総合力強化による社
会課題の解決を通じて、継続的に生み出されるスケールの
あるMC Shared Value（共創価値）を創出する方針を掲げ
ました。社会課題の解決と聞くときれいごとのように感じる
方もいるかもしれませんが、もはや社会価値と環境価値を
伴わなければ、持続的な経済価値を実現できない時代に
なってきています。価値を生み出し、それを提供することで
自らも利潤を得るというのは、ビジネスの基本構造であり、
提供する価値と稼得する利潤のバランスを間違えるとビジ

ネスが長続きしないことは、誰もが肌感覚で理解しているこ
とでしょう。世の中が複雑化するにつれ、この関係が売り手
と買い手に留まらず、さまざまなステークホルダーを巻き込
んだ関係に拡張されてきているものだと認識しています。当
社はエネルギー・金属資源・食料等の供給や事業の海外展
開等、社会のニーズと重なる分野で多くのステークホルダー
との接地面も持ち、しっかりとその強みを発揮してきました。
今後も変容していく社会課題の解決を通じて、社会と共に
持続的成長を実現できると信じています。

　この度CFOに就任いたしました野内です。入社して35年、
さまざまな経験をさせていただきました。為替ディーリングに
始まり、財務、経理の分野を中心に担当し、香港と米国の海
外駐在も含め、5年前後の周期で異動する中、とにかく目の前
の仕事に一生懸命に取り組んできました。与えられた機会に、
やるべきことを徹底的にやってきたことで、少しずつでも成長
できたのだと思いますし、今の自分の糧になっていると感じ 

ます。
　2018年よりこの4年間は、主計部長として全社経営に参画
することで、社外のさまざまなステークホルダー、特に株主を
より強く意識し、当社グループへの期待をじかに感じることが

できました。その期待とは、配当だったり、中長期の成長性であったり、ブランド力であったりとさまざまで
すが、一言で言えば企業価値の向上です。現在の株価にはその本来の価値が充分に反映されているとは
思っていません。資本効率の向上は必須ですが、株主資本コストについても課題意識があります。株主資
本コストにはさまざまな定義がありますが、例えばその一つであるPER（株価収益率）の逆数（1/PER）は、
CAPMなどにより計算される資本コストより随分高いものだと感じています。その要因の一つは実力値（持
続的な収益レベル）の解像度にあるのかもしれません。
　当社の業態は分かりにくいと言われることも多いですが、株式市場との対話やコミュニケーションを通じ
て、資本コストの削減に有効な方法も探っていきたいと思っています。

■ キャッシュフロー（CF）・資本配分

Message

キャッシュフロー（CF）・資本配分
企業価値向上に向けて、財務規律を維持しつつ、CFを投資と株主還元に適切に配分。
併せて、開示の拡充や対話を通じて、ステークホルダーからの当社事業に対する信頼性を一層高めることで、資本コストの低減を図る。

定量・還元

キャッシュイン
（3年間 約4.5兆円）

キャッシュアウト
（3年間 約4.5兆円）

企業価値
向上

循環型成長を加速
低成長・低採算事業を削減

年間1兆円規模
安定的に創出

収益基盤の維持・拡大
EX関連投資
DX・成長投資

投資／株主還元
（CF動向に応じ追加配分）

（格付シングルＡ格上位）
財務規律を維持

売却による
投資回収CF

1.5兆円

営業収益CF
3兆円

投資
3兆円

株主還元
0.7兆円以上
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